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日本の産業間・産業内国際分業と対外直接投資

一国内の物的・人的資本深化への影響一

伊藤恵子・深尾京司

　過去20年間の貿易データを概観すると，日本は特に東アジアとの間で，製品貿易を拡大させた．ア

ジア諸国の多くは，非熟練労働が比較的豊富で，物的資本や熟練労働が不足していると考えられるか

ら，これら諸国との貿易拡大は，日本国内における物的資本や熟練労働に対する需要を拡大したと推
測される．本論文では，貿易構造の変化が国内生産要素市場に与えた影響を実証的に検討し，以下の

4つの結果を得た．第一に，貿易に体化された生産要素量の変化を見たところ，日本は物的資本や熟

練労働集約的な財をより多く輸出する方向に特化パターンが変化した．第二に，マクロ経済全体の資

本労働比率と熟練労働比率の上昇過程において，そのほとんどが産業間効果（要素集約度が高い産業

の拡大）よりも産業内効果（各産業内の要素集約度の上昇）に帰せられることがわかった．これは産業

間貿易よりもむしろ産業内貿易を通じて，国際分業が進んだ可能性があることを示唆している．第三

に，回帰分析の結果，国内の熟練労働シフトに対して，特にアジアとの垂直的産業内貿易の進展が大

きな正の影響を一与えていることが示された．1988－2002年に，製造業の国内生産額合計に対する対ア

ジア垂直的産業内貿易額の比率が年率約31．0％ずつ増加したが，回帰分析の結果を用いて概算する

と，その比率の増加によって，同期間の製造業全体の熟練労働者シェア上昇分の44．6％を説明できる

ことになる．第四に，日本企業の海外生産活動は，アジアだけでなくそれ以外の地域における活動拡

大も，国内の熟練労働シフトに正の影響を与えていることがわかった．

1．はじめに

　日本は例外的に急速な物的・人的資本蓄積によっ

て高い経済成長率を達成してきた．表1．1は日本経

済と米国経済の成長会計を比較しているが（それぞ

れ，，Jorgenson，　Ho，　and　Stiroh（2002）とFukao，

Inui，　Kawai，　and　Miyagawa（2004）に基づく），特

に1990年までの日本では米国と比較して，労働の

質の改善と資本労働比率の上昇が経済成長に大きく

寄与したことが分る．しかし良く知られているよう

に，人的・物的資本蓄積に基づく経済成長は，限界

生産力逓減を通じて物的・人的資本収益率がやがて

は低下するため，持続することは難しいと考えられ

る．

　実際，日本では資本係数の上昇につれ，物的資本

の収益率が低下してきた．OECD諸国の資本蓄積

と資本収益率を比較したPyo　and　Nam（1999）は，

日本と韓国が他のOECD諸国と比較してより急速

な資本蓄積を達成した一方，他国より激しい資本収

益率の低下に見舞われたことを報告している．

　人的資本について見ると，Katz　and　Revenga

（1989）は，米国で教育水準別の賃金格差が1980年

代に拡大したのに対し，日本では大卒の賃金プレミ

アムが僅かしか上昇しなかったことを報告している．

Genda（1997）が指摘しているように，日本では中年

大卒男子をはじめとする高学歴労働者数が管理職等

の職と比較して過剰に増加し，これが中高年大卒賃

金率の停滞を招いた可能性がある．表1．1が示すよ

うに，日本では90年代に入って，物的・人的資本の

蓄積が減速したが，このような減速は一部，物的・

人的資本収益率の下落に起因しているのかもしれな
し、1）．

　標準的な貿易理論によれば，物的・人的資本蓄積

を通じた経済成長は，当該国がこれらの生産要素を

集約的に投入する産業に特化していけば維持するこ

とが可能なはずである．特化の過程で，要素価格均

等化メカニズムが限界生産力逓減効果を相殺するか

らである．日本にとって1990年代は，「グローバル

経済化」の時代であった．日本は特に東アジアとの

間で，貿易と直接投資を通じて国際分業を深化させ

た．東アジア諸国の多くは，非熟練労働が比較的豊

富で，物的資本や熟練労働が不足していると考えら

れるから，以上のような貿易拡大は日本の海外との

間の国際分業を深化させ，日本国内における物的資

本や熟練労働に対する需要を拡大する効果を持って

いたと推測される．本論文の目的は，以上のような

日本の貿易構造の変化が国内生産要素市場に与えた

影響を，実証的に検討することにある．
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　　　　　　　　　　　　　表1．1成長の源泉：日米比較
くパネルA＞Jorgenson他（2002）による成長会計の結果：1973－2000 （年率，％）

実質GDPの
@　成長

投入人・時間

@の増加

労働生産性の

繽ｸ（GDP／

l・時間）

TFPの上昇
労働の質の

@改善

資本サービス／

l・時間の増加

a b c＝a－b d＝c－e－f e f

1973－1995

P995－2000

2．78％

S．07％

1．44％

P．99％

1．33％

Q．07％

0．26％

O．62％

0．27％

O．21％

0．80％

P．24％

〈パネルB＞Fukao他（2004）1こよる成長会計の結果：1973－1998 （年率，％）

実質GDPの
@　成長

投入人・時間

@の増加

労働生産性の

繽ｸ（GDP／

l・時間）

TFPの上昇
労働の質の

@改善

資本サービス／

l・時間の増加

a b c＝a－b d＝c－e－f e f

1973－83

P983－91

P991－98

3．56％

R．94％

P．25％

　1．53％

@1．79％

黶Z．08％

2．03％

Q．15％

P．34％

一〇30％

@040％
@0．03％

0．65％

O．46％

O．21％

1．68％

P．29％

P．10％

　東アジア諸国と日本の間の製品貿易は，1990年代

以降急速に拡大した．その結果，日本の製品貿易に

占める東アジア9ヶ国・地域（中国，香港，韓国，台

湾，シンガポール，インドネシア，タイ，フィリピ

ン，マレーシア）のシェアは，2003年において輸入

で49．4％，輸出で44．5％に達している．1990年に

おいては9ヶ国・地域のシェアは日本の製品輸入元，

輸出先のそれぞれ27．4％，29．5％であったから，東

アジア諸国はこの時期，日本にとって製品供給国と

しての重要度を急速に高めたと言えよう．

　近年の日本の対東アジア貿易拡大は，二つの特徴

を持っている．第一に，Fukao，　Ishido，　and　Ito

（2003），Gaulier，　Lemoine，　and　Unal・Kesenci

（2004），石戸・伊藤・深尾・吉池（2005）らが示した

ように，垂直的産業内貿易（vertical　intra－industry

trade），すなわち質の面で差別化された産業内貿易

が，急速に重要度を増した．第二に，日本と東アジ

ア間の貿易においては，東アジア諸国に立地した日

系生産現地法人が重要な役割を果たしている．例え

ば，表1．2に示したように，経済産業省の『第33回

海外事業活動基本調査』によれば，2002年度におい

て，日本の東アジア9ヶ国・地域からの輸入の45．3

％，輸出の27．7％は，日系生産現地法人によって行

われていた．またFukao，　Ishido，　and　Ito（2003）や

石戸・伊藤・深尾・吉池（2005）は，日本と東アジア

諸国間の垂直的産業内貿易の急拡大において日本の

対外直接投資が重要な役割を果たしたことを検証し

ている．

　対東アジア貿易に代表されるように，日本の貿易

において垂直的産業内貿易が拡大している事実は，

貿易を通じた国際分業をいかに測定するかという間

題に対して，重要な含意を持っている．垂直的産業

内貿易においては，同一産業内で，物的資本や熟練

労働を集約的に投入すると考えられる高価で高品質

の財と，非熟練労働を集約的に投入すると考えられ

る低廉で低品質の財とが，貿易される．このため，

産業間貿易データを使って貿易に体化された生産要

素を計測しようとするファクターコンテント分析で

は垂直的産業内貿易による国際分業を測ることがで

きない．このような問題意識から，本論文では産業

間貿易と産業内貿易，双方について，日本の国際分

業の状況を測ることを目指す．

　論文の構成は次の通りである．まず次節では，日

本の貿易全般，産業内貿易の状況，および海外との

垂直的分業の状況を概観する．そして，産業間貿易

統計を使って，貿易に体化され，た生産要索を推計し，

国内生産要素市場に与えた影響を評価する．第3節

では，産業レベルの生産・要素投入統計を用いて，

日本において物的・人的資本集約的な産業が拡大し

たか否かを検証する．第4節では，産業レベルのパ

ネル・データを使った計量分析によって，日本の対

外直接投資と垂直的産業内貿易が国内生産要素市場

に与えた影響について調べる．計量分析モデルは，

諸先行研究に従って，費用関数アプローチから導出

するが，分析を簡略化するために物的資本は短期に

おいては固定的な要素であると仮定する．このよう

な推計方法上の制約から，第4節の計量分析では，

貿易が労働市場に与えた影響のみ検証する．最：後に

第5節で本論文の結論を述べる．

2．日本の貿易構造と貿易に体化された生産要素

本節では，まず過去20年間に日本の貿易構造が
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表1．2日本の対東アジア9力国貿易に占める日系生産現地法人の役割：2002年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10億円，％）

中国・香港 NIEs　3 ASEAN　4 東アジア9カ

国合計

日本の各地域からの丸裸輸入総額 a 6，823 3β33 3，012 13，168

うち日系生産現地法人からの輸入 b 2，794 938 2，237 5，968

b／a 40．9％ 28．1％ 74．3％ 45．3％

日本の各地域への製品輸出総額 C 7，979 8，074 4，597 20，651

うち日系生産現地法人への輸出 d 2，398 1，228 2，086 5，711

d／c 30．0％ 15．2％ 45．4％ 27．7％

注）　NIEs3は韓国，台湾，シンガポール，　ASEAN4はインドネシア，タイ，

　　指す．

資料）JETRO貿易統計データベース（〃加〃乱，躍ω．ノ8伽．go．〃加／s納／），

　　経済産業省（2005）．

フィリピン，マレーシアを

どのように変化したかを概観する．その後，日本の

貿易に体化された生産要素が，どのように変化した

かを推計する．

2．1　日本の貿易構造変化

　過去20年の間に，原油価格の下落も寄与して日

本の輸入・GDP比率は次第に下落してきたが，製

品輸入は経済成長以上に急速に拡大した（表2．1）．

日本の貿易統計によれば，製品輸入で特に拡大した

のは，電気機器と衣服や木製品などの労働集約財で

あった（Ito　and　Fukao　2005参照）．　GDPに占める

製造業のシェアが縮小したため，製品輸入の製造業

付加価値に対する比率は，1985年の15．5％から

2002年には31．4％まで，15．9パーセント・ポイン

ト上昇した（表2．1）．これは製造業の空洞化が話題

となった1980年代米国で起きたこととほぼ同規模

の変化であったと言える．Sachs　and　Shatz（1994）

によれば，米国ではこの比率は，1978年の18．3％か

ら1990年には30．7％まで上昇した2）．

　SITC（標準国際貿易分類）1桁分類レベルで見た

日本の輸出パターンは，この時期概ね安定していた

（Ito　and　Fukao　2005）．しかし，より詳細な商品分

類で輸出を見ると，日本の混化パターンが大きく変

わったことが確認できる．日本は資本財や自動車・

電気機器等の基幹部品を主に輸出し，家電製品等に

ついては純輸入国となった3）．

　第1節で説明したように，日本の輸出入相手とし

て，東アジア諸国の重要度が高まったが，ほぼすべ

ての製造業業種において，日本の輸出・輸入それぞ

れに占める東アジア9ヶ国・地域のシェアが増加し

ている．つまり，日本とそれらアジア諸国との間で

産業内の双方向貿易が増加したことを示唆している

（lto　and　Fukao　2005）．1990年から2000年の期間

において，特に電気機械産業で東アジア9ヶ国・地

域からの輸入シェアが顕著に伸びており，その他の

機械産業や金属製品，化学製品などにおいてもアジ

アからの輸入シェアの大きな伸びが見られた．輸出

については，電気機械と精密機械の両産業で特に東

アジアのシェアの伸びが大きかった．また，例えば

事務用・電気機器についてSITC　2桁・3桁レベル

で日本の対中国・香港貿易を見ると，日本は比較的

労働集約的な製品（テレビ受像機，ラジオ放送受信

機，家庭用電気機器など）については純輸入国，比較

的技術集約的な製品については純輸出国となってい

る（Statistics　Canada，〃bzJ4丁勉4θ／1％α砂2θγに基

づく1999年に関するデータ）4》．

　このように，日本が労働集約的な財を輸入し，資

本や技術集約的な財を輸出するような貿易の増加は，

比較的非熟練労働者の豊富な東アジア諸国との国際

分業が進展していることを示している．日本の貿易

統計とJIP（Japan　Industrial　Productivity）データ

ベースを利用して，より詳細にこのような双方向貿

易のパターンを見てみよう5）．JIPデータベースは，

特に産業レベルの生産性分析を目的に，84業種（製

造業部門35業種，非製造業部門49業種）について

のさまざまなデータを1970～90年代末について収

録している．

　図2．1（a）は，2002年における垂直的産業内貿易

（VIIT，品質によって差別化された財の双方向貿易

と定義する），広義・狭義のアウトソーシングの指標

を表しており，図2．1（b）は，1988－2002年における各

指標の年平均伸び率を表している6）．Greenaway，

Hine，　and　Milner（1995）やFontagn6，　Freudenberg，

and　P6ridy（1997）などの先行研究に従い，各品目に

ついて，ある2国間の輸出・輸入各々の単位価格の

差が輸出品と輸入品の品質の差を表すという仮定に

基づいて，VIIT指標（VIITの全貿易に占める割合）

を計測している．また，広義・狭義のアウトソーシン
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表2．1　日本の貿易依存度

1980

1985

1990

1995

2000

2002

財・サービスの　　製品輸入　　サービス輸入／　GDPに占める製造業　全従業者に占める製　製品輸入（CIF）／

　輸入／GDP　　　（CIF）／GDP　　　　GDP　　　　粗付加価値の割合　　造業従業者の割合　　製造業粗付加価値

13．5％

10，0％

8．3％

7．5％

9．2％

9．9％

％
％
％
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％
％
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」
　
0
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8
　
1
　
4

4
　
4
　
4
　
4
　
ρ
0
　
君
9

％
％
％
％
％
％

r
O
　
4
　
［
0
　
2
　
3
　
F
D

1
　
1
　
1
　
1
　
1
　1

25．6％

25．9％

24，7％

23．0％

21．8％

20．5％

24．7％

25．0％

24．7％

20．6％

18．7％

17．7％

17．7％

15．5％

19．0％

21．1％

27．8％

31．4％

注）1990年以前については，1968SNAベースの値を95年において接続することにより1993年SNAペースの値に変換した．

資料）　内閣府経済田田総合研究所『平成16年版圏民経済計算年報』，経済企画庁経済研究所『平成12年置国民経済計算年報』。

グ指標はFeenstra　and　Hanson（1999）の方法に従

って計算されている．広義のアウトソーシング指標

は，全ての工業部門からの輸入中間投入額と全ての

工業部門からの中間投入総額との比率として計算し，

狭義のアウトソーシング指標は，自部門からの輸入

中間投入額と全ての工業部門からの中間投入総額

との比率である．図2．1（a）を見ると，2002年にお

けるVIITシェアが比較的高い（30％以上）産業は，

印刷・出版，その他化学，金属製品，一般機械，産

業用電気機械，その他電気機械，精密機械，そして

その他の製造業である．一方，広義のアウトソーシ

ング指標が比較的高い（15％以上）産業は，食料品，

身学帽，製材・木製品，皮革・皮革製品，基礎化学

製品，化学繊維，非鉄金属，電気機械，その他輸送

機械，精密機械などである．狭義のアウトソーシン

グ指標が高い（5％以上）のは，食料品，製材・木製

品，パルプ・紙・紙加工，皮革・皮革製品，基礎化

学製品，石油製品，製鉄，非鉄金属，その他電気機

械，その他輸送機械，精密機械などとなっている．

　図2．1（b）からは，大部分の業種において，1988

～2002年の期間にVIIT，アウトソーシング指標と

もに伸びていることが分かる．特に，食料品，繊維，

機械などで伸び率が大きい．

　以上の分析から，近年の日本の貿易パターンにつ

いて，2つの重要な特徴を挙げることができる．第

一に，詳細な品目レベルで見ると，特に機械産業に

図2．1（a）VIITシェアとアウトソーシングシェア（産業別，　図2．1（b）VIITシェアとアウトソーシングシェアの

　　　　　2002年）

　　畜産食料品．

　　水産食料品
　　精穀・製粉
　その他食料品

　　　　飲料
　　　　たばこ
　天然繊維紡績
　化学繊維紡績
織物・その他繊維

　　　　身廻品
　　製材・木製品

　　　　家具
パルプ・紙・紙加工

　　印刷・出版
　皮革・皮革製品，

　　　ゴム製品
　基礎化学製品
　　　化学繊維
　　その生化学
　　　石油製品
　　　石炭製品
　窯業・土石製品

　　　　製鉄
　その他の鉄鋼
　　　非鉄金属
　　　金属製品
　　　一般機械
　産業用電気機械

　民生用電気機械

　その他電気機械

　　　　自動車
　　　　船舶
　その他輸送機械

　　　精密機械
　その他の製造業．．

　　　　　　0　　　　　　　　10　　　　　　　20　　　　　　　30　　　　　　　40

　　　　　　　年平均伸び率（産業別，1988～2002年）

50 ﾕ’15　－m　石　0　5　10　15　鴛
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おいて，比較的安価で労働集約的な製品を輸入し，

高価で技術集約的な製品を輸出するという国際分業

が活発に行われているということである．つまり，

日本とその貿易相手国との間の分業関係や貿易のフ

ァクターコンテントを分析するには，詳細な品目レ

ベルで分析する必要がある．第二に，日本の近年の

貿易において，産業内貿易の割合が非常に大きくな

っているということである．国際貿易が国内経済に

与えるさまざまな影響を正確に分析するには，産業

間貿易だけでなく産業内貿易を通じた国際分業の状

況を測定することが重要となる．産業内貿易につい

ては第4節で分析するが，まずは産業間貿易が国内

生産要素市場に与えた影響から見ていこう．

2．2　日本の製品貿易に体化された生産要素

　本節では，1980年から2002年までの約20年間

に，日本の製品貿易に体化された生産要素の量（貿

易のファクターコンテント）がどのように変化した

かを推計する．ファクターコンテントの分析に際し

ては，集計バイアスを避けるためできるだけ細かい

産業レベルのデータを用いるのが望ましいη．しか

し，詳細な産業レベルで生産／非生産労働者や熟

練／非熟練労働老のデータが得られないこと，サー

ビス業に関しては，労働データに加えて資本ストッ

クデータについても詳細な産業レベノレで存在しない

ことなどの問題がある．そこで本論文では，84業種

（製造業部門35業種，非製造業部門49業種）のJIP

業種レベルで，ファクターコンテントの分析を行う．

　我々の以前の研究（Ito　and　Fukao　2005）において

は，より詳細な産業レベル（製造業103業種）で1980

～2000年のファクターコンテントの分析を行って

いる．ただし，サービス業に関しては詳細産業レベ

ルで相手国別貿易額や生産要素集約度のデータが存

在しないため，Ito　and　Fukao（2005）では非製造業

を経由した間接的な中間投入は全く考慮されなかっ

た．また，製造業に関しても，詳細産業レベルで時

系列の職種別データが得られないために，1990年に

おける生産要素集約度と1990年時点の投入係数が

1980－2000年の期間で不変であったと仮定して分析

している．つまり，我々の過去の研究では，分析期

間中における生産要素集約度の変化と非製造業部門

を経由した間接的な中間投入を考慮していない．本

論文では，JIP業種レベルでファクターコンテント

を分析することにより，この2つの問題を解決でき

る8）．また，貿易のファクターコンテントの変化を，

産業内における生産要素集約度の変化に帰せられる

部分と貿易パターンの変化（産業間の貿易量の変化）
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に帰せられる部分とに分けることが可能になる．

　’年（本論文の分析では，’＝1980，1990，2002年

である）における日本の貿易のファクターコンテン

トは次のように算出される．

　　　　　　Xご＝Dご（1一．ん）一17㌔　　　　（3．1）

ここで，（κ×1）ベクトルXf一［晦ピ］は，’年の日本

の貿易に体化された生産要素々の総量である．（κ

×ノ）行列D、＝［4婦，日は，’年の産業ノにおける産出

1単位あたりに直接投入された生産要索々の総量を

示している．（ノ×ノ）行列、缶は，彦年の投入係数行

列であり，（／×1）ベクトル処は，’年の産業ノにお

ける純輸出を表している9）．

　本論文では，1980，1990年のJIPデータベースの

産業連関表を用いて，投入係数行列の逆行列を算出

した．また，2002年については，総務省r2000年産

業連関表』をJIP産業レベルに再集計し，それを用

いて投入係数行列の逆行列を算出した．つまり，

2002年目貿易のファクターコンテントは2000年の

投入係数行列を利用して算出した。各産業における

生産要素集約度は，主にJIPデータベースを利用し

て算出したが，データの詳細については補論を参照

されたい．

　我々は，5つの生産要素（実質資本ストック，生産

労働者，非生産労働者，熟練労働者10〕，非熟練労働

老）について，貿易に体化された要素投入量を計測

する．また，特に東アジア諸国との貿易が日本の生

産要索市場に与えた影響に注目するため，日本の各

産業における輸出入額を6つの地域別に集計し，地

域別にも貿易のファクターコンテントを計測する，

分析した地域は，1）中国＋香港，2）NIEs－3（台湾，

韓国，シンガポール），3）ASEAN－4（インドネシア，

タイ，マレーシア，フィリピン），4）NAFTA（アメ

リカ合衆国，カナダ，メキシコ），5）EU－15（イギリ

ス，フランス，ドイツ，イタリア，ベルギー，オラ

ンダ，ルクセンブルグ，アイルランド，デンマーク，

ギリシャ，スペイン，ポルトガル，オーストリア，

フィンランド，スウェーデン），6）その他の地域，で

ある．

　当年の貿易のファクターコンテントの計測結果は，

表2．2のとおりである11｝．日本の貿易黒字を反映し

て，日本はすべての生産要素について純輸出が正の

値をとっている．例えば，2002年においては，日本

の純輸出に体化された生産労働者は約87万人で，

これは日本の全生産労働者数の4．5％，または製造

業の全生産労働者数（約811万人目の10．7％に相当

する値である12）．同様に，純輸出に体化され，た非生

産労働者数は全隊生産労働者数の1．8％，純輸出に



336 経　　済 研　　究

表2．2　日本の製品貿易に体化された生産要素（直接・間接投入を含む） 1980－2002年，地域別
　　　　　　　　　（1，000人）

　　　　　　　　輸出　　　　輸入　　　　　　　純輸出
生産労働者
　　　　　　　1980　　2002　　　1980　　2002　　　1980　　　　　　2002

純輸出の変化A　　純輸出の変化B
　1980－2002　　　　　　　　1980－2002

全世界合計　　2，817　3，125

　中国・香港　　212　506
　NIEs　3　　　　296　　478

　ASEAN　4　　183　　286
　NAFTA　　　777　1，000
　EU　　　　　　437　　455

　その他　　　912　400

1ρ26

　61
142

　54
339
194

237

2，256

736

246

248

429

355

241

1，791　　　870

　151　－230

　154　　232
　129　　　38

439　　571
244　　100
675　　159

　（4．5％）

（一1．2％）

　（1．2％）

　（0．2％）

　（3．0％）

　（0．5％）

　（0．8％）

一921　　（一4．5％）　　一192　　（一〇．9％）

一381　　（一L9％）　　一266　　（一1．3％）

　78　　　　（0．4％）　　　　129　　　　（0．6％）

一91　　（一〇．4％）　　　一44　　（一〇．2％）

　133　　　　（0，6％）　　　　287　　　　（L4％）

一144　　（一〇，7％）　　　一40　　（一〇．2％）

一516　　（一2．5％）　　一258　　（一L3％）

　　　　　　　　　輸出　　　　輸入　　　　　　　純輸出
非生産労働者
　　　　　　　1980　　2002　　　1980　　2002　　　1980　　　　　　2002

純輸出の変化A　　純輸出の変化B
　1980－20〔｝2　　　　　　　　1980－2002

全世界合計　　2，945

　中国・香港　　230

　NIEs　3　　　　327

　ASEAN　4　　201
　NAFTA　　　777
　EU　　　　　　447
　その他　　　　963

3，131

　503

　508

　292

　973

　461

　394

1，619

　78
　186

　99
546

254

456

2，315

584

254

272

519

　377

　307

1，326　　　816

152　　－82

　142　　254
　101　　　19

231　　454
　193　　　84

507　　　86

　（1．8日目

（一〇，2％）

　（0．6％）

　（0，0％）

　（1．0％）

　（0．2％）

　（0．2％）

一510　　（一1．1％）　　一267　　（一〇．6％）

一234　　（一〇．5％）　　一194　　（一〇．4％）

　112　　　　（0。2％）　　　　159　　　　（0．3％）

一82　　（一〇，2％）　　　一68　　（一〇．1％）

　223　　　　（0．5％）　　　　236　　　　（0．5％）

一109　　（一〇．2％）　　　一77　　（一〇．2％）

一421　　（一〇．9％）　　一324　　（一〇．7％）

（1，000人）

　　　　　　　　輸出　　　　輸入　　　　　　　純輸出
熟練労働者
　　　　　　　1980　　2002　　　1980　　2002　　　1980　　　　　　2002

純輸出の変化A　　純輸出の変化B
　1980－2002　　　　　　　　1980－2002

全世界合計　　　263　607
　中国・香港　　19　　94
　NIEs　3　　　　28　　100

　ASEAN　4　　　18　　57
　NAFTA　　　74　　191
　EU　　　　　　43　　93
　その他　　　　82　　72

92　　　334　　　171　　　273

4　　77　　15　　　17
10　　　　46　　　　18　　　　54

5　　40　　13　　　17
33　　　　78　　　　41　　　　113

17　　　　58　　　　25　　　　34

23　　　　35　　　　59　　　　38

（3．2％）

（0．2％）

（0．6％）

（0．2％）

（1．3％）

（0．4％）

（0．4％）

102　　　　（1．4％）　　　　　54　　　　（0．7％）

　2　　（0．0％）　　　1　　（0．0％）
　36　　　　（0．5％）　　　　　27　　　　（0．4％）

　4　　（0．1％）　　　1　　（0．0％）
　73　　　　（1．0％）　　　　　56　　　　（0，8％）

　9（0．1％）　1（0．0％）
一21　　（一〇．3％）　　　一32　　（一〇．4％）

　　　　　　　　　輸出　　　　輸入　　　　　　　純輸出
非熟練労働者
　　　　　　　1980　　2002　　　1980　　2002　　　　1980　　　　　　　2002

純輸出の変化A　　純輸出の変化B
　1980－2002　　　　　　　　1980－2002

全世界合計　　5，4995，649
　中国・香港　　423　915
　NIEs　3　　　　595　　886

　ASEAN　4　　366　　521
　NAFTA　　1，481　1，783
　EU　　　　　　　841　　824

　その他　　　1，793　721

2，552

　135

　318

　148

　852

　430

　670

4，237　　2，946　　1，413

1，243　　　288　　－328

　454　　　277　　　　432

　480　　　218　　　　　41

871　　　629　　　912

　674　　　411　　　150

　514　　1，123　　　207

　（2．5％）

（一〇．6％）

　（0．8％）

　（0，1％）

　（1．6％）

　（0．3％）

　（0．4％）

一1，534　　（一2．6％）

一616　　（一1．0％）

　155　　　　（0．3％）

　一177　　（一〇．3％）

　283　　　　（0．5％）

　一262　　（一〇4％）

　一916　　（一1．5％）

一513　　（一〇．9％）

一461　　（一〇．8％）

　260　　　　（0．4％）

一112　　（一〇，2％）

　467　　　　（0．8％）

一118　（一〇．2％）

一550　　（一〇．9％）

（兆円，1990年価格）

　　　　　　　　　輸出　　　　輸入　　　　　　　純輸出
資本ストック
　　　　　　　1980　　2002　　　1980　　2002　　　1980　　　　　　2002

純輸出の変化A　　純輸出の変化B
　1980－2002　　　　　　　　1980－2002

全世界合計

中国・香港
NIEs　3

ASEAN　4
NAFTA
EU
その他

57．64　　142．

　　　　74
4．65　　23．30

6．65　　23．91

4．26　　13．66

14．97　　42．85

8．07　　20．58

19．05　　18．44

25．46　　91．76　　32．18　　50．98

1．05　　21．68　　　3．61

3．00　　11．30　　　3．64

1．54　　11．04　　　2．72

8．34　　19．81　　　6．62

3．87　　14．96　　　4．21

7．67　　12．97　　1138

1．62

12．61

2．62

23．04

5．62

5．47

（3．9％）

（0，1％）

（1．0％）

（0．2％）

（1．8％）

（0．4％）

（O．4％）

18．80 （1．9％）　　一1．63　　（一〇．2％）

一1．98　　（一〇．2％）　　一2．79　　（一〇．3％）

　8．97　　　　（0．9％）　　　4．37　　　　（0．4％）

一〇．10　　（一〇．0％）　　一1．23　　（一〇．1％）

16．41　　　（1．7％）　　　8．00　　　　（0．8％）

　1．42　　（0．1％）　一1．23　（一〇．工％）

一5．92　　（一〇．6％）　　一8．74　　（一〇．9％）

注1）2002年の純輸出について，括弧内の数値は，2002年における日本の各生産要素賦存量に対する，純輸出に体化され

　た各生産要素量の比率である．日本の生産要素賦存量のデータは主にJIPデータベースを利用した．データについて

　の’詳細は補論を参照のこと．

　2）純輸出の変化Aは，貿易品目パターン変化による効果（（3．1）式の変化の効果）と要素集約度の変化による効果（（3．

　1）式OfとA亡変化の効果）をともに含む．純輸出の変化Bは，貿易品目パターン変化による効果のみを表す．純輸出

　の変化A，Bについて，括弧内の数値は，1990年における日本の各生産要素賦存量に対する，純輸出の変化分に体化さ

　れた各生産要素量の比率である．

出所）　筆者算出．

体化された熟練労働者数と非熟練労働者数はそれぞ

れ国内全体の要素賦存量の3．2％，2．5％となってい

る．さらに，純輸出に体化された資本ストックは，

国内全体の要素賦存量の3．9％である．以上の数値

から，国内全体の要素賦存量と比較すると，非生産

一働，熱練労働，資本について純輸出が特に大きく，

生産労働と非熟練労働の純輸出は小さい．つまり，

日本は資本，非生産労働，熟練労働集約的な産業に

相対的に特化している．非生産労働者と熟練労働者

は，一般的に生産労働者や非熟練労働者よりも学歴

が高く，また日本は物的・人的資本が比較的豊富な

国であるため，上記の結果はヘクシャー＝オリーン
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の理論とも整合的であるといえる．2002年におい

て純輸出が負の値となっているのが，対中国・香港

貿易である．これは近年の対中貿易赤字を反映した

ものだが，生産労働者と非熟練労働者の純輸入が大

きいことが注目される．

　1980～2002年の純輸出の変化を見ると，基本的に

上記のような特化パターンを更に進行させたことが

分かる．つまり，資本，熟練労働の純輸出を増やし，

生産労働と非熟練労働の純輸出を減らした．なお，

非生産労働については，意外なことに純輸出を減ら

している．これは製造業企業が長期不況の下で，管

理職や販売従業者等を削る努力をしたことを反映し

ていると考えられる．

　以上のように，過去20年間の貿易パターン変化

を3桁産業レベルで見ると，日本は海外との間の国

際分業を深化させ，このような産業間貿易の変化は

日本国内における物的資本や熟練労働に対する需要

を拡大する効果を持っていたと推測される．この時

期に，日本では人的・物的資本の蓄積が急速に進ん

だこと，一方海外では，中国やインドなど，未熟練

労働が豊富な国の国際貿易拡大が進んだことから判

断すると，上記の結果も，ヘクシャー＝オリーンの

理論と整合的である．

　1980～2002年にかけての純輸出変化の規模は，資

本ストック純輸出増加の（1990年における，以下同

様）国内資本ストック総額に占める割合が1．9％，生

産労働者純輸出減少が国内の全生産労働者に占める

割合が4．5％，熟練労働者純輸出拡大が国内の全熟

練労働者に占める割合が1．4％，非熟練労働老純輸

出減少が国内の全冊熟練蛍働者に占める割合が2．6

％と，それぞれ，無視できない大きさといえるが，

日本全体で進んだ人的・物的資本蓄積の規模と比較

すると，格段に小さい．例えば，1980～2002年にか

けて日本全体の資本ストックと熟練労働は，それぞ

れ’年率にして3．7％，3．3％増加し，生産労働者と非

熟練労働者はそれぞれ0．002％の減少，0．07％の増

加であった．

　なお厳密には，貿易に体化された生産要素の時間

を通じての変化は，（1）貿易品目パターン変化によ

る効果（例えば，物的・人的資本集約的な産業で相

対的に純輸出が増加した）と，（2）要素集約度の変化

による効果（例えば，純輸出が比較的多い産業で物

的・人的資本集約度が高まった）との和であると考

えられる．そこで，日本の場合，これら2つの効果

のうちどちらが主であったかも計測し，表2．2の右

端に示した．その結果，第一の貿易品目パターン変

化の効果は，かなり小さい数値であった．つまり，
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日本の貿易に体化された生産要素量の変化は，貿易

品目パターンの変化よりも，産業内部における要素

集約度の変化（物的・人的資本深化）によってもたら

された部分が大きいといえる．

3．日本における物的・人的資本蓄積

　本節では，産業レベルの統計を使って，マクロ経

済全体の資本集約度や熟練労働集約度の上昇を，各

産業内での並行的な集約度上昇の効果（「産業内効

果」）と，資本集約度や熟練労働集約度が高い産業が

日本経済全体に占めるシェアが上昇することによる

効果（「産業間効果」）に分解してみる．仮に産業間貿

易を通じた国際分業が大きく進展し，第1節で述べ

た物的・人的資本蓄積に伴う限界生産力逓減の効果

を相殺したとすれば，比較的大きな産業間効果が観

察される可能性が高い．一方，産業内貿易の進展が

限界生産力逓減の効果を相殺したとすれば，比較的

大きな産業内効果が計測されると考えられる．なお，

前節末で議論したように，日本の貿易に体化され，た

生産要素量の変化は，貿易品目パターン変化の効果

と，産業内部における要素集約度の変化（物的・人

的資本深化）の効果に分解できる．後者は，貿易に

体化された生産要素量の変化であるにもかかわらず，

本節の分析では，「産業間効果」でなく「産業内効

果」として計測されることに注意する必要がある，

　まず，マクロ経済全体の物的・人的資本蓄積につ

いて概観してみよう．人的資本蓄積を分析するため

に，我々は『国勢調査』の結果をもとに，マクロ経

済，および製造業について，全従業者に占める「熟

練労働者」の割合を算出した．ここで，熟練労働者

とは，『国勢調査』の分類1（専門的・技術的職業従

事者）をさす．また我々は，製造業について，分類9

（生産工程・労務作業者）を生産労働者とみなし，そ

れ以外の分類に属する労働者を非生産労働者と定義

した．我々の定義した非生産労働者は専門的。技術

的労働者よりも範囲が広く，低学歴の労働者もかな

り含まれていると考えられる13）．

　なお，1980～2002年の期間において，製造業にお

ける非生産労働者の割合は，27．5％から30．2％へと

増加した14）．熟練労働者の割合については，製造業

では2．8％から6．2％，経済全体では7．2％から13．4

％へと上昇した．

　日本の資本労働比率（1990年価格で測った実質資

本ストックを従業者数で割った値）は，2000年代に

入って上昇が減速したものの，1970～2002年全体で

見ると，日本のマクロ経済および製造業において共

に，労働者一人当たり300万円の水準から労働者一
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人当たり1，600万円の水準まで，5倍以上に増加した．

　製造業やマクロ経済全体における資本労働比率や

非生産労働者（または熟練労働者）の割合の上昇は，

以下の近似式を使って，各産業内におけるこれ’らの

値の上昇による効果（産業内効果）と，これらの値が

高い産業が拡大することによる効果（産業間効果）に

分解することができる．

　　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　　ノヨ
　　　　　ムP＝Σ∫ゴム君＋Σ君△＆　　　（3．1）
　　　　　　　　ゴ＝1　　　　　　　　f＝1

ただし，ガは産業を表す．上に横線を引いた変数は，

期首と期宋の平均値を表す．また△をつけた変数

は，期中の変化を表す．上式左辺のマクロ経済全体

の資本労働比率や非生産（または熟練）労働者＠で

示す）の割合Pは次式で定義される．

　　　　　　ハ　　　　　　だ　　　　　　　　　　　　　　だ　　　　　　　　れ

　　　P＝Σ」陥／Σ、しこおよびΣL瞬／Σム
　　　　　f＝1　　　ガ＝1　　　　　　　　　　‘＝1　　　　　f＝1

君は産業かにおける資本労働比率κノムおよび非

生産（または熟練）労働者＠で示す）の割合五㈱／ム

を表す．＆は全従業者に占める産業ガの従業者の

シェアム／Lを表す．（3．1）式右辺第一項は，各産業

内における要素集約度上昇がマクロ経済全体の要素

集約度を上昇させる効果（産業内効果）を表す．一方，

右辺第二項は，要素集約度が高い産業の拡大が経済

全体の要素集約度を上昇させる効果（産業間効果）を

表す．

　理想的には，できるだけ詳細な産業別データを使

って要因分解をすることが望ましい．今回の我々の

分解では，資本ストックに関してそれ，以上詳細な産

業別データが得られないため，JIPデータベースの

産業別データを用いて分解を行った．これは製造業

35業種，非製造業48業種別のデータである．業種

分類が粗い分だけ，我々の産業内効果は過大に推定

される可能性が高いことに注意する必要がある．

　要因分解の結果は表3．1と表3．2に報告されてい

る．1970～2002年の期間について資本労働比率の

上昇に関する要因分解の結果をまとめた表3．1によ

れば，製造業においても非製造業においても，ほと

んどの期間において産業間効果は小さいながらマイ

ナス値であり，資本集約的な産業の縮小が起きたこ

とがわかる．

　一方，1980～2002年の期間について非生産，また

は熟練労働の割合の上昇に関する要因分解の結果を

まとめた表3．2によれば，すべてのケースで産業間

効果はプラスであり，労働については一貫して，非

生産労働や熟練労働集約的な産業の拡大が起きた事

がわかる．また産業内効果についても，1990－2002

年の1ケースを除けばプラスである．また1980一

2002年全体で見ると，非生産労働シェア（製造業），

熟練労働老シェア（製造業およびマクロ経済）全てに

おいて，産業間効果よりも産業内効果の方が大きか

った．

　以上の要因分解から，マクロ経済や製造業の資本

労働比率や非生産労働・熟練労働シェアの上昇過程

において，産業内効果がより大きな役割を果たした

ことがわかった．また我々は前節において，産業レ

ベルのデータを用いて貿易に体化された生産要素量

を推計し，貿易に体化された資本ストックや熟練労

働がかなり増加したものの，その規模は日本全体で

進んだ人的・物的資本蓄積と比較すると，格段に小

さいとの結果を得た．

　以上の事実から判断すると，仮に日本において貿

易による特化が限界生産力逓減の効果を相殺したと

すれば，それは産業内貿易の進展を通じてであった

可能性が高いと考えられる．次節以降では，この可

能性について検証してみる．

　なお，各産業内で資本労働比率や非生産労働・熟

練労働シェアを上昇させた原因としては，産業内貿

易を通じた国際分業以外にも，1）（資本コスト／賃

金率）比や（非生産・熟練労働が得る賃金率／その他

労働が得る賃金率）比が下落し，要素投入の代替が

起きた，2）単純労働節約的な技術進歩が起きた，等

の可能性が指摘できる．製造業だけでなく非製造業

でも資本労働比率や非生産労働・熟練労働シェアが

上昇した事実は，貿易以外のこれらの要因が働いた

可能性が大きいことを示唆している。

4．日本の産業内貿易と産業内の生産要素集約度変

　　　　　　　　化の決定要因

　第3節で見たように，過去20年間に日本経済全

体の労働者に占める熟練労働の割合は上昇したが，

この変化は，熟練労働集約的な産業の拡大を通じて

（産業間効果）よりも，各産業内における熟練労働シ

ェアの上昇（産業内効果）を通じて起きた部分が大き

いことが見出され，た．また資本労働比率も上昇した

が，その大部分が産業間効果ではなく，産業内効果

を通じたものであることが分かった．いくつかの先

行研究でも議論されているように，国際的な工程間

分業の進展や技術レベルの低い労働集約的な中間投

入財の輸入が，各産業内における熟練労働需要シフ

トをもたらしている可能性がある．つまり，企業が

財の製造工程をいくつかの段階に分割し，非熟練労

働集約的な部分を海外に移転すれば，国内の労働者

需要を熟練労働者へとシフトしていくだろうと思わ

れる．このようなタイプの国際分業は，「アウトソ
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1970－80 1980－90 1990－2002 1980－2002

資本労働比率の成長
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@8．11

　5．09

|0．80

@5．89
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　　　　　表3．1資本労働比率上昇の要因分解　（年率％）　いる可能性がある．つまり，VIITの増加は日本

くパネルA＞資本労働比率上昇の分解：製造業　　　　　　　　　の物的・人的資本集約度を増加させると予想でき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際分業が生産要素需要に与える影響を分析し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た研究は日本ではまだあまり多くないが，いくつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かの先行研究では，国際分業と国内の熟練労働シ
〈パネルB＞資本労働比率上昇の分解：日本経済全体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エアとの間に正の関係が見出されている．例えば，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　櫻井（2000）は，1987～90年の製造業39業種のデ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ータを利用して，海外へのアウトソーシングが非

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産労働者需要に与えた影響を分析している．し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かし，分析期間が短いためか，彼の分析では両者
注）　資本労働比率は1990年価格実質資本ストックを全従業者数で割っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の間にあまり明確な関係は見出されなかった．ま
　　て計算した．

資料）Jlpデータベース．　　　　　　　　　　　　　　　た，我々の過去の研究（lto　and　Fukao　2005）でも，

　　　表3．2全従業者に占める熟練および門生　　　　　　1988～2000年の製造業35業種のデータを利用し

　　　産労働者シェア変化の要因分解　　（年率％）　　　て同様な分析を行っている．その結果，非生産労働
　　くパネルA＞非生産労働者シェア変化の分解：製造業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　者については有意な関係が見られなかったものの，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熟練労働者シェアとVIITとの間に正で有意な関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を見出している．しかし，海外へのアウトソーシン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グは，熟練労働需要にも非生産労働需要にも有意な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　影響を与えていないという結果であった．最近では，
　　〈パネルB＞熟練労働者シェア変化の分解：製造業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐々木・桜（2004）が1988－2003年の製造業14業種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のデータを利用して分析しており，アジアからの輸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入比率と国内の熟練労働需要との間に強い正の関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を見出している16）．しかし，彼らの輸入比率は，単

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　純にアジア諸国からの輸入額と国内需要との比率を
　　〈パネルC＞熟練労働者シェア変化の分解：日本全体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とったものであり，近年の産業内貿易（特にVIIT）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　や輸入中間財の増加を，明示的に表す指標ではない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本節では，1988～2002年の製造業35業種のデー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タを利用して，国際分業が熟練労働需要に与えた影

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　響について，国際分業度を示すさまざまな指標を用
　出所）　JIPデータベースおよび総務省『国勢調査』各年版．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いて検証する．Fukao，　Ishido　and　Ito（2003）やIto

一シング」とも言われ，いくつかの先行研究でその　　and　Fukao（2005）でも示したように，1980年代末以

影響が分析されている．Feenstra　and　Hanson　降，日本と他の東アジア諸国との間でVIITの劇的

（1996a，1996b，1999）やHijzen，　G6rg　and　Hine　な増加が見られ，同時に海外へのアウトソーシング

（2003）などの先行研究では，海外へのアウトソーシ　　も大きく増加した．このような貿易パターンの変化

ングと熟練労働需要とが正の関係を持っていること　　は機械産業（特に電気機械産業）で顕著に見られたが，

を示している15）．　　　　　　　　　　　　　　　　機械産業では多くの日系多国籍企業が東アジア地域

　さらに，垂直的な産業内貿易（VIIT），すなわち品　　で緊密な生産・調達ネットワークを構築しており，

質によって差別化された財の双方向貿易も日本国内　　国際分業が最も活発に行われている17｝．活発な直接

における生産要素需要に大きな影響を与えているで　　投資を背景に日本と東アジア諸国との間でVIITが

あろうと思われる．Falvey（1981）が指摘したよう　大きく増加したことが，国内の熟練労働シフトに何

に，同一貿易分類に属する商品であっても質の差異　　らかの影響を与えているのではないかと予想される．

が存在する場合には，要素投入比率が異なる可能性　　　まず，生産要素集約度と国際分業を表す各指標と

がある．例えば日本のような先進国が物的・人的資　　の間の相関を見てみることにする．1988～2002年

春集約的な「高級品」を輸出し，途上国から非熟練　　において，産業別に各生産要素集約度，VIITシェ

労働集約的な「低級品」を輸入する場合には，2国に　　ア，アウトソーシング指標，FDI指標の年平均成長

おける生産要素需要にそれぞれ大きな影響が生じて　　率を算出し，各変数間の相関係数を計測してみた．

1980－90 1990－2002 1980－2002

シェアの成長率

Y業間脳果

Y業内効果

1ρ3

O．14

O．88
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P．59

O．18

2．86

P．26
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その結果，熟練労働シェアの成長率とVIITシェア

の成長率との相関係数は有意水準5％で0．360，熟

練労働シェアの成長率と広義のアウトソーシング指

標の成長率，狭義のアウトソーシング指標の成長率

との相関係数はそれぞれ，有意水準1％で0．473，

0．497と，正の相関が見られる．FDI指標（国内従業

者数に対する日系海外現地法人従業者数の比率）に

ついては，生産要素集約度のどの変数とも比較的相

関が低く，統計的に有意な相関関係は見られない

（紙幅の制約上，相関係数行列表は掲載しない）．た

だし，単純な相関分析では，各産業の技術的特性（資

本や研究開発の重要性など）がコントロールされて

おらず，産業特性を考慮して検証する必要がある．

　そこで，VIITやアウトソーシングなどの国際分

業指標が，国内の各産業内における熟練労働シフト

をもたらしているのかどうか，回帰分析によって検

証する．Berman，　Bound　and　Griliches（1994）や

Feenstra　and　Hanson（1996b）などの先行研究に従

い，トランスログ費用関数のアプローチを用いて推

計モデルを導出する．先行研究に従い，資本は短期

においては固定的な投入であると仮定し，熟練と非

熟練労働者（または非生産労働者と生産労働者）とは

可変要素であると仮定する．したがって，トランス

ログ費用関数は，

　　　　　　　ノ　　　　　　　　ん
　　lnG＝伽＋Σαノln砺＋Σβ。ln躍f々
　　　　　　　プ＝1　　　　　　　々＝1

　　　・銘義冷1・晦臨

　　　・捨禽磁1晦1・蜘

　　　　ノ　ん
　　　＋ΣΣψ抽lnz砺ln』じ漉　　　　　　　（4．1）
　　　　ゴ＝1ん＝1

ここで，Gは産業かにおける可変費用，砺は職種

ノの労働者の賃金，」じ液は固定的な生産要素々の投

入または産出を表す．上のトランスログ費用関数を

賃金について微分すると，賃金総額合計における職

種ノの労働者への支払い額Sガを得る．

　　　　　　ノ　　　　　　　　　ズ
　　Sが＝砺＋Σγ5、ln陶＋Σψ∫々ln∬漉　　　（4．2）
　　　　　　ε＝1　　　　　　　　　　角＝1

　労働者の質を考慮した賃金は，産業間で等しいと

仮定すれば，（4，2）式右辺の賃金の項を消去できる．

技術変化，VIIT，アウトソーシング指標，企業の海

外活動規模を構造変数とし，さらに資本ストックに

は3つの種類の資本を考慮する．すなわち，IT（情

報技術関連）ハードウェア，ITソフトウェア，非IT

資本ストックである．つまり，我々はスキル偏向的

技術進歩（SBTC）が熟練労働需要に与える影響につ

いても考慮する18）．

　なお日本では，詳細な産業別・職種別の賃金デー

タが存在しないため，本論文の分析では各生産要素

の賃金支払いを計算できないという問題点がある．

我々は，熟練／非熟練労働者，または非生産／生産

労働者の相対賃金の時間を通じた変化が全ての産業

で等しいと仮定し，各産業の全従業極数に対する熟

練（または非生産）労働者数の比率を，すべての賃金

支払いに対する熟練（または非生産）労働者への賃金

支払いの比率の代わりに被説明変数とする．

　各年において全ての産業に共通する外的ショック

や変化をコントロールするため，年ダミー変数も含

んでいる．推計するモデルは，

Sヴ、＝ψ，。＋ψゴ、ln（π肋ガ／K4）琵

　＋ψ，、1n（∬7bq彦／幽）κ＋ψ531n（〈肋1刀阻）κ

　＋ψ」、1nγん、＋ψ，5（1ヒD鋤／阻）泥

　十ψゴ6GJoδα1覚一トψ」71）6→一レご十ε髭　　　　　　　　　　　　（4．3）

である．ここで，Zτ肋嘱∫7葱（梶1＞碗∬7’はそれぞ

れ，ITハードウェアストック，　ITソフトウェアス

トック，非IT資本ストックである．朔は各産業ゴ

の付加価値であり，剋）⑳／四は付加価値に対す

る研究開発支出の比率をとったもので技術変化の指

標である．Gloろσ1は，各産業におけるグローバル

化または国際分業度を示す変数を表しており，

VIITに分類される貿易額の国内生産額に対する比

率，狭義のアウトソーシング指標，広義と狭義の各

アウトソーシング指標の差，国内従業者数に対する

日系海外現地法人従業者数の比率を国際分業度の指

標とした．そして，Dは年ダミー変数である．な

お，各項の添え字’は時間を表す．さらに，国際分

業の指標に関して，東アジア諸国とそれ以外の諸国

との間で影響が異なるかどうかについても検証する．

業種毎の規模の違いを反映させるため，製造業全体

の労働者数に占める各業種の労働者数シェアをウェ

イトとして推計する．国際分業を示す指標について

外生性の条件を満たすかどうかを検証したが，外生

性の条件が満たされないため，全ての変数について

1階の階差をとった上で，操作変数を用いてパネル

推定を行う19）．

　推計結果は，表4．1のとおりである．表4．1の式

（1）～（2），（5）～（6）は，国際分業指標として，VIIT

とアウトソーシングといった貿易指標を用いた場合

の結果であるが，対全世界VIIT総額の変数につい

ては統計的に有意な正の係数が推定された．つまり，

VIITの増加は熟練労働者シェアも非生産労働者シ

ェアも共に増加させることが示された．さらに，

VIITを対アジア9ヶ国・地域貿易と対その他諸国

貿易とに分けて分析してみたところ，対アジア9ヶ
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　　　　　　　　　　　　　　表4．1操作変数を用いたパネル推計の結果〈1階の階差をとって推計〉

被説明変数：産業の全従業者における熟練労働者数のシェア：SKILLED，産業の全従業者における非生産労働者数のシェア：NONPROD

SKILLED　　　　SKILLED　　　　SKILLED

　（1）　　　　　（2＞　　　　　③

SKILLED　　NONPROD　　　NONPROD　　　NONPROD　　　NONPROD
　（4＞　　　　　　　　（5）　　　　　　　　　（6）　　　　　　　　　（7）　　　　　　　　　（8）

ITハードウェアストック／
付加価値（対数値）

ITソフトウェアストック／
付加価値（対数値）

非IT資本ストック／付加価
値（対数値）

付加価値（対数値）

研究開発費／付加価値

対全世界VIIT総額／国内生

産額

対アジア9力国VIIT総額／
国内生産額

対非アジア9列国VIIT総
額／国内生産額

狭義のアウトソーシング指標

広義と狭義のアウトソーシン

グ指標の差

現地法人従業者数／国内従業

者数

在アジア9力国現地法人従業

者数／国内従業者数

アジア9力国以外の現地法人

従業者数／国内従業者数

0、1268　　　　　　0．5045幽寧　　　　0．3138

（0．51）　　　　　　（2．32）　　　　　　（1．46）

0．1115＊　　　　　0．0751　　　　　　0，0927零

（1．76）　　　　　　　（1．33）　　　　　　　（1．66）

1．4269寧累宰　　　0．5715零掌　　　　0．1925

（4．40）　　　　　　　（1．98）　　　　　　　（0．74）

1．6955宰＊率　　　　L2142零寧串　　　　0．6772寧寧零

（6．60）　　　　　　（5．22）　　　　　　（2．78）

0．0861　　　　　　0．5443　　　　　　0．8382零

（0．16）　　　　　　（1，22）　　　　　　（1．93）

0．2035串＊串

（4．78）

0，0023

（0．26）

0．O157

（0．54）

　0．1817串零寧

　（4．93）

一〇．0024

（一〇，06）

　0．0011

　（0．14）

　0．0021

　（0．08）

0．0532率零零

（4．32）

0．2785　　　　　－0．4027　　　　　　0．6173

（1．27）　　　　（一〇．41）　　　　　　（0．64）

0．0969窄　　　　　0．3375　　　　　　0．2551

（1．70）　　　　　　　（1．34）　　　　　　　（1．02）

0．2427　　　　　　3．8548宰亭寧　　　1．5545

（0．91）　　　　　　（2．99）　　　　　　（1．21）

0．6927寧奪零　　　　4．2165宰亭零　　　　2．9561串零零

（2．79）　　　　　　　（4．12）　　　　　　　（2．86）

08093寧　　　　　4．0048宰　　　　　5．4017串卓零

（1．83）　　　　　　　（1．92）　　　　　　　（2．72）

　　　　　0．4153寧亭

　　　　　（2．45）

0．0418寧摩寧

（2．99）

0．0851寧零零

（3．49）

0．0484

（1．36）

0．1049

（0．90）

　0．2553

　（1．56）

一〇．1428

（一〇．85）

　0．0422

　（1．22）

　0．0790

　（0．68）

0．1432　　　　　　0．0008

（0ユ6）　　　　（0．00）

0．2913　　　　　　0．3080

（1．25）　　　　　　　（1．32）

1、2808　　　　　　1．4819

（1．18）　　　　（1．36）

2．2124串寧　　　　2．2733丁寧

（2．18）　　　　　　　（2．23）

5．2297準掌寧　　　　5．1132事ゆ寧

（2．89）　　　　　　　（2．81）

0．0783

（1，53）

0．0326

（0．57）

0．2071拳曝

（2．06）

サンプル数

Wald－Chi2

　436　　　　　　　　436　　　　　　　　436　　　　　　　　436　　　　　　　　436　　　　　　　　436　　　　　　　　436　　　　　　　　436

273．78零零串　　　353．08宰率唯　　　331．38串串零　　　322．26零寧零　　　363．06零串寧　　　377．45宰零寧　　　409．53宰串宰　　　406．56串寧＊

操作変数：VIITとアウトソーシング各変数の1期ラグ，企業物価指数とその1期ラグ，（製造業部門別投入物価指数一企業物価指数）とその1

　　　　期ラグ．

内生変数：推定式（1）～（2），（5）～（6）では，VIITとアウトソーシングの各変数。推定式（3）～（4），（7）～（8）では，海外活動規模を表す各変数．

注1）括弧内の数値は2値である．2）すべての推計式は年ダミーを含むが，その推定結果は省略した．3）各産業の従業者シェアをウェイトと

　　　　したパネル推計である．

　　有意水準は，寧10％，纏5％，＊艸1％（両側検定）．

出所）筆者計算．

国・地域については正の係数が，対その他諸国につ

いては負の係数が推定された．特に表4．1の（2）式

においては，対アジア9ヶ国・地域について統計的

に有意な正の係数が推定され，国内の熟練労働シフ

トに対してアジアとの垂直的産業内貿易が大きな正

の影響を与えていることが分かる．これは，アジア

諸国から比較的技術レベルの低い製品を輸入する一

方，国内生産は比較的技術レベルの高い製品に特化

するというタイプの国際分業が進展していることを

反映していると思われる．以上の推定結果は，国際

分業が国内の熟練気働シフトに正の影響を与えてい

ることを示すもので，米国やイギリスに関する先行

研究の結果とも整合的である．しかし米・英の研究

では，アウトソーシング指標が正で有意な効果を示

したのに対し，我々の推定では全ての式で正の係数

が推定されたが，統計的に有意ではなかった．日本

の国際分業の場合，中間財や低級品等の輸入が増加

していると同時に，高級品や基幹部品の生産はでき

るだけ国内に残して海外に輸出しており，基幹部品

の生産をも海外に移してしまった企業が多い米国や

英国における国際分業とは異なる分業体制であると

いえる．このため，アウトソーシングよりもVIIT

のほうが熟練労働シフトへの影響が大きいのではな

いかと考えられる．

　Fukao，　Ishido　and　Ito（2003）が示したように，日

系多国籍企業の海外直接投資はアジア諸国との垂直

的産業内貿易の増加に重要な役割を果たした．特に

機械産業においては，日系多国籍企業による国際分

業が最も活発に行われ，ており，近年の日本の貿易パ

ターンの変化はこれらの多国籍企業の活動に因る部

分が大きいと思われる．つまり，日本企業による海

外活動の拡大も国内の熟練労働シフトに正の影響を
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与えているのではないかと類推される．このことを

検証するため，国際分業の指標として日系現地法人

の従業者数規模を変数として上の（4．3）式を推定し

た結果が表4．1の式（3）～（4），（7）～（8）である．海

外現地法人従業老数の変数はすべての式において正

の係数が推定され，特に熟練労働者シェアの式では

統計的にも有意である．海外現地法人従業者数をア

ジア9ヶ国・地域とそれ以外とに分けた場合，両者

ともに正の係数が推定されたが，アジア9ヶ国・地

域以外の変数のほうが係数の値が大きい．表4．1の

結果からは，対アジアVIITが重要な要因であった

が，海外直接投資については特にアジアが重要であ

るという結果は得られなかった．これは，以下のよ

うに解釈できるのではないだろうか．まず，日本企

業のアジアにおける生産活動は，国際分業体制の構

築を通じて日本とアジア諸国とのVIITを増加させ，

VIITを通じて日本国内の熟練労働シフトをもたら

すと考えられる．一方，海外生産活動の拡大に伴い，

国内の親会社では研究開発，グローバルな経営戦略

の立案・指令といった，本社機能が重要になってく

る．このような変化により，アジア以外の地域にお

ける現地法人活動の拡大も，日本国内の熟練労働シ

フトをもたらしているのではないだろうか．対アジ

ア直接投資はVIITと本社機能の重要度の両方を増

加させることにより国内熟練労働シフトをもたらし，

アジア以外の諸国への直接投資は主に本社機能の重

要度を高める結果，国内熟練労働シフトをもたらす

と考えられる20）．

　物的資本集約度や研究開発集約度の変数に関して

は，表4．1のほぼ全ての式において正の係数が推定

された．熟練労働者シェアを被説明変数とした推定

ではITハードウェア，ソフトウェアの係数が統計

的に有意に正となっているケースがあり，スキノレ偏

向的技術進歩の影響が確認されるが，あまり頑健な

結果とはいえない．研究開発集約度も多くのケース

で統計的に有意であり，研究開発が重要な産業で熟

練（非生産）労働へのシフトが起きていることを示し

ている．

5．おわりに

　本論文では，国際分業の進展が国内の物的・人的

資本の深化に与えた影響を分析し，主に以下の4つ

の結果を得た．

　第一に，産業間貿易統計を用いて体化された生産

要素量の変化を見たところ，過去20年間に，日本は

物的資本や熟練労働集約的な財をより多く輸出する，

という特化パターンが進行した．特に興味深いのは，

対中国・香港貿易において生産労働者と非熟練労働

者の純輸入が大きくなっていることである．ただし

貿易に体化された生産要素量の変化の規模は，日本

全体で進んだ人的・物的資本蓄積と比較すると，格

段に小さい．

　第二に，マクロ経済全体の資本労働比率と熟練労

働比率の上昇過程において，その変化のほとんどは

産業間効果（要素集約度が高い産業の拡大）よりも産

業内効果（各産業内での要素集約度の上昇）に帰せら

れる．これは，仮に貿易による特化が限界生産力逓

減の効果を相殺して物的・人的資本の蓄積を促した

とすれば，それは産業間貿易よりも産業内貿易を通

じてであった可能性が高いことを示唆している．

　第三に，回帰分析の結果，国内の熟練労働シフト

に対して特にアジアとの垂直的産業内貿易の進展が

大きな正の影響を与えていることが示された．表

4．1の（2）式で推定された，対アジア9島国VIIT変

数の係数を利用して，アジアとの垂直的産業内貿易

の増加が熟練労働シェアに与える影響を概算するこ

とができる．例えば，国内生産額に対する対アジア

VIIT総額の比率が，分析期間（1988－2002年）の平

均値の周りで10％増加したとすれば，熟練労働者

シェアは約0．02％ポイント上昇する．実際，1988－

2002年の期間に，製造業の国内生産額合計に対する

対アジアVIIT総額の比率は，年率約31．0％ずつ増

加した．これは，熟練労働者シェアを年平均で約

0．03％ポイント押し上げている．一方，1988－2002

年の期間で製造業における全従業者に占める熟練労

働者のシェアは5．21％から6．21％まで1，01％ポイ

ント増加しており，年平均で約α07％ポイントずつ

上昇したと考えられる．つまり，1988－2002年の製

造業全体の熟練労働者シェア上昇分の44．6％が，対

アジアVIITの増加によって説明できることになる．

　第四に，日本企業の海外生産活動の拡大は，アジア

だけでなくそれ以外の地域における活動拡大も，国

内の熟練労働シフトに正の影響を与えているという

結果を得た．この結果から，日系企業の海外活動が国

際分業体制の構築を通じてVIITを増加させ，　VIIT

を通じて日本国内の熟練労働シフトをもたらすだけ

でなく，海外生産活動の拡大に伴って本社機能の重

要度が増すことにより，国内の熟練労働シフトをも

たらす，という効果も生じていると推測される．

　以上のように，本論文の実証分析により，産業

間・産業内における国際分業の進展が，日本国内の

物的・人的資本深化をもたらしていることが示され

た．標準的な国際貿易理論に従えば，物的・人的資

本を集約的に投入する産業に特化していくことによ
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って，物的・人的資本蓄積を通じた経済成長が持続

可能であり，このようなタイプの国際分業の構築は

長期的な経済成長を可能にすると考えられる．

　なお日本では，熟練労働シフトよりも物的資本の

蓄積がより速いスピードで進んできたことを示した

が，第4節の実証分析では，物的資本は固定的要素

とした短期費用関数を前提として推計を行った．こ

のため産業内貿易や対外直接投資が各産業内での資

本労働比率に与えた影響に関する推計を行えなかっ

た．しかし，実際には国際分業の進展は，国内の物

的資本蓄積にも何らかの影響を与えていると推測さ

れる．今後は，物的資本蓄積への影響についても分

析することが課題となろう．

　　　　（専修大学経済学部・一橋大学経済研究所）

再論：本論文の分析に用いた変数の定義とデータの

　　　　　　　　出所について

1．生産要素投入のデータ

　生産要素投入のデータ（実質資本ストックと労働

投入）は，主に日本産業生産性データベース（JIPデ

ータベース）のデータを用いた．1999年以降のデー

タはJIPデータベースに含まれていないため，　JIP

データを延長する形で1999－2002年の生産要素投入

データを作成した．資本ストックデータの延長につ

いては，この補論の5節で説明する．労働者数デー

タについては，総務省r1999年事業所企業統計調

査』と『2004年事業所企業統計調査　速報結果』に

おける業種別の年平均従業者数成長率を用いて，

1998年のデータを2002年まで延長した．

2．職種別労働者数シェアのデータ

　熟練労働老／非熟練労働者，生産労働老／非生産

労働者のデータは，主に総務省r国勢調査報告』（各

下版）を利用して作成した．1980，1985，1990，

1995，2000年のデータをベンチマークとして利用し

た．調査の行われなかった年に関しては，線形補完

して業種別・職種別の従業者数を推計した．2001－

2002年については，総務省『就業構造基本調査』の

データを利用してデータを延長した．『国勢調査』

における職業分類（大分類）は次の通りである．1．

専門的・技術的職業従事者，2．管理的職業従事者，
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3．事務従事者，4．販売従事者，5．サービス職業従

事者，6．保安職業従事者，7．農林漁業作業者，8．

運輸・通信従事老，9．生産工程・労務作業者，10．

分類不能の職業．我々はこのうち分類1を熟練労働

者とみなし，それ以外の分類に属する労働者を非熟

練労働者と定義した．また，分類9を生産労働者，

それ以外の分類に属する労働者を非生産労働者と定

義した．

3．閾値に基づいた産業内貿易指標の計測について

　垂直的および水平的産業内貿易の動向を観察する

ために，Greenaway，　Hine　and　Milner（1995），

Fontagn6，　Freudenberg，　and　P6ridy（1997）などの

用いた手法を用いる．この方法は，それぞれの貿易

品目における輸出単価と輸入単価の格差が，貿易を

行う2国における輸出商品と輸入商品の質的差異を

反映したものであるという仮定に基づいている．

　この手法によると，まず詳細貿易分類ごとに見た

二国間貿易フローを以下の3つのタイプに分類する．

すなわち（1）産業間貿易（一方向貿易とも呼ばれ

る，以下OWT（One－Way　Trade）と略記する），

（2）水平的に差別化された産業内貿易（商品の特性

により製品が差別化されている場合，以下HIIT
（Horizontal　Intra・lndustry　Trade）），および（3）

垂直的に差別化された産業内貿易（品質により製品

が差別化され’ている場合，以下VIIT（Vertical

Intra－lndustry　Trade））である．以下のように変数

を定義すると

　蝕め漉国におけるん’国からのブ財の輸入額

　砿’酬々’国におけるん国からのノ財の輸入額

　σ脇め論　国におけるガ国からのブ財の輸入平

　　　　　均単価

　σ脇㌔漉’国における々国からのノ財の輸入平

　　　　　均単価

付表1に示すような判別基準により上記（1），（2），

（3）の3つの貿易タイプを決定する．それ’それの貿

易タイプ（表中の0碓7’，珊丁およびyπT）をあ

らわす添文字をZとした場合，各貿易タイプの貿

易額全体に占めるシェアは

　　　　　　Σ（〃ゑ・ゴ十ル1多短）

　　　　　　重（蜘＋撫）　　（A1）
　　　　　　　ゴ

で算出される．

　産業内貿易指数の算出にあたり，財務省より提供

されている日本の貿易統計データを用いた．これは

HS88（Harmonized　commodity　description　and

coding　System　revised　in　1988）またはHS96（HS
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付表1．貿易タイプの分類

貿易タイプ 貿易額の乖離による区分 単価の乖離による区分

一方向貿易（OWT）
雌η（〃、め，44脚）　　　　　　　　≦0．1物即（紘め，〃脚）

一

〃勿（ルf醐〃脚）　　　　　　　＞0．1

水平的産業内貿易（HIIT）
蜘z（〃刷」4脚）

1≦：σレ襲め　　　　　　≦1．251．25　　　σy乏・短

〃ガη（〃媚，盟脚）　　　　　　　＞0ユ ひレ扁　　1　　　　ひ撫，垂直的産業内貿易（VIIT）
忽醐（五4嚇五4脚）

σ騙く1．250「1・25＜．

氈B

revised　in　1996）に基づく輸出入データを9桁レベ

ルで掲載しており，1988年から入手可能である．し

かし同データは，日本からの輸出がf．o．b．ベース，

日本の輸入が。．i．f．ベースで掲載されているため，

注意を要する．我々は，HIITの閾値を輸出入の単

価比率が1／1．25（約0．8）から1．25の範囲としており，

ヨーロッパ等における先行研究が主に用いている±

15％基準よりも広くすることにより，この問題に対

応している．

4．アウトソーシングの指標について

　Feenstra　and　Hanson（1999）などの先行研究に従

い，海外へのアウトソーシングの度合いを表す指標

を以下のように計測する．

　各産業ガ（JIP業種分類に基づく）について，輸入

中間財の投入額は，

　Σパ（産業かによる財ノの購入額）

　　×（財ブの輸入額／財ノの国内需要）｝　　（A2）

ここで，財ノの国内需要は，（国内生産額＋輸入額

輸出額）である．「広義の」アウトソーシング指標は，

全ての工業部門からの輸入中間財投入額を全ての工

業部門からの中間投入総額で割ることによって算出

する．「狭義の」アウトソーシング指標は，全ての工

業部門からの輸入中間財投入額ではなく，産業ゴと

同一のJIP業種に属する財ノの投入のみを考える．

これ，らのアウトソーシング指標は，以下のような手

順で算出した．我々は，まず深尾・伊藤産業分類

（製造業部門で246業種）に基づいて，それぞれの業

種への投入係数を計算し，深尾・伊藤産業分類毎に

輸入中間投入額を算出し，それをJIP業種分類毎に

集計した21）．「狭義の」アウトソーシング指標の場

合，上の（A2）式におけるブはかと同一のJIP業種に

属することになる．ただし，このアウトソーシング

指標については，製造業部門からの中間投入のみを

考えており，非製造業部門からの投入は考慮してい

ない．

5．回帰分析に用いた変数の定義とデータの出所

　について
ITハードウェア（百万円，1990年価格）

　1998年までについては，JIPデータベースのデー

タを利用した．情報技術関連の物的資本（ITハード

ウェア）には，オフィス機器，コンピュータ，コンピ

ュー ^周辺機器，通信機器，光学機器，医療機器が

含まれ’る．1999年以降のデータは，日本経済研究セ

ンターの推計したITデータを利用し，産業別の実

質IT物的資本の1998－2002年の年平均成長率を用

いて延長した22｝．

ITソフトウェア（百万円，1990年価格）

　JIPデータベース，日本経済研究センターのIT

データ，元橋（2002）とJorgenson　and　Motohashi

（2003）で推計されたソフトウェア投資のデータをも

とに，情報技術関連のソフトウェアストックのデー

タを作成した23）．2000年については，元橋らによる

ソフトウェア投資とソフトウェアデフレーターを利

用して，データを延長した．さらに2001，2002年に

ついては，日本経済研究センターによる実質ソフト

ウェアストックの2000－2002年の年平均成長率を用

いてデータを延長した．

非IT資本ストック（百万円，1990年価格）

　1998年目での物的資本ストックデータはJIPデ

ータベースを利用した．1999年一2001年については，

まず，経済産業省『工業統計表』の4桁産業分類別

の有形固定資産増加額をJIP業種分類別に集計し

た．さらに内閣府r国民経済計算年報』から有形固

定資産の総固定資本形成のデフレーターを算出し，

これ’を用いてJIP業種別の有形固定資産増加額を

実質化した．減耗率を10％と仮定して，1998年の

実質物的資本ストックを2001年まで延長した．さ

らに，2002年については，日本経済研究センターに

よる産業別実質資本ストックの2001－2002年の成長

率を用いて，データを延長した．非IT資本ストッ

クデータは，物的資本ストックからITハードウェ

アストックを引いた数値として定義される．

付加価値（百万円，1990年価格）

　1998年までのデータはJIPデータベースを利用
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した．1999－2002年については，内閣府『SNA産業

連関表』の数値を利用して作成した．

研究開発費（百万円，1990年価格）

　1998年までのデータはJIPデータベースを利用

した．1999－2002年については，総務省r科学技術

調査報告』を利用して作成した．文部科学省『科学

技術白書』（各年無）の研究費デフレーターを用いて

実質化した．

VIIT（％）

　補論3に述べた方法で算出した．

対全世界VIIT総額／国内生産額（％）

　この変数は，産業別に｛VIIT×（輸出十輸入）／

2／国内生産額｝により求めた．ここでは，日本と世

界の全ての国々との貿易においてVIITに分類され，

る貿易額を捉えている．国内生産額のデータは，

1998年まではJIPデータベースを，それ以降は内

閣府『SNA産業連関表』を利用した．

対アジア9力国VIIT総額／国内生産額（％）

　上記の「対全世界VIIT総額／国内生産額」と同

様な方法で計算したが，日本とアジア9力国（中国，

香港，韓国，台湾，シンガポール，インドネシア，

マレーシア，フィリピン，タイ）との貿易において，

VIITに分類される貿易額を捉えている．

対非アジア9力国VIIT総額／国内生産額（％）

　上記の「対全世界VIIT総額／国内生産額」と同

様な方法で計算したが，日本とアジア9力国以外の

国との貿易において，VIITに分類される貿易額を

捉えている．

現地法人従業者数／国内従業者数（％）

　日本企業の海外現地法人の従業者数データは，独

立行政法人経済産業研究所の「日本企業の国際化」

プロジェクトにおいて，経済産業省『海外事業活動

基本調査』の個票データを利用して国別・産業別に

集計・加工したものを利用した．このデータの一部

は，経済産業研究所のホームページからダウンロー

ド可能である．〈院ゆ’／／ω軍制卿拡go．ノρ〃ρ／

三章α加56／402．配桝＃01＞

企業物価指数（1990年二100）

　日本銀行ホームページの類別の国内企業物価指数

の数値をJIP業種分類別に集計して作成した．操

作変数として用いた．

製造業部門別投入物価指数（1990年＝100）

　日本銀行ホームページの製造業部門別の投入物価

指数の数値をJIP業種分類別に集計して作成した．

操作変数として用いた．
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注

　1）Godo（2001）はそれまで続いていた日本の平均教

育年数の米国のそれへのキャッチ・アップが1980年代

後半に減速したとの結果を得ている，

　2）1974－93年の米国，カナダ，英国，日本の輸出シェ

アと輸入浸透度を分析したCampa　and　Goldberg
（1997）は，日本の輸入浸透度が他の諸国と比較して異常

に低く，安定していることを指摘している．しかし，も

し最近の統計を使って同様の分析を行えば，彼らとは異

なった結果が得られると考えられる．

　3）経済産業省（1999）によれば，日本の対アジア輸出

に占める機械部品の割合は，1990年の31．7％から98年

の40，2％へと上昇した．また資本財（この中には一部の

機械部品を含む）のシェアは同時期に53．2％から56．8％

へと上昇した．

　4）　日本の対中国・香港貿易の統計からも，産業内貿

易が急速に拡大したことを見てとれる．例えば，事務

用・電気機器について，中国・香港と日本間の貿易にお

けるグロスの貿易額（輸出と輸入の和）の純輸出（輸出と

輸入の差）絶対値に対する比率は，事務用・情報処理機

器（SITC2桁分類で75），電話通信機器（同76）において

それぞれ11．4倍，43．9倍と極めて高い（Statistics

Canada，　W∂γ1げTη46　Aη吻z8γに基づく1999年に関

するデータ）．SITC3桁分類で見ても，事務用機器
（751），情報処理機器（752），テレビ（761）等においてこの

比率が高く，産業内貿易が活発であることが分かる．

　5）JIPデータベースについては，深尾他（2003）を参

照されたい．

　6）VIIT，広義・狭義のアウトソーシング指標につ

いては，補論3と4で説明する．

　7）　集計バイアスの問題に関しては，Feenstra　and

Hanson（2000）を参照されたい．

　8）　ただし，集計バイアスの点においては問題が残る．

　9）　本論文の分析における投入係数行列と生産要素集

約度行列は非製造業も含む全ての産業をカバーしている

が，純輸出ベクトルは製造業部門のみをカバーしている．

つまり，純輸出ベクトルの非製造業部門の要素は，すべ

て0となっている．これは，サービス業において，地域

別の貿易データが入手できないためである．

　10）熟練労働者とは，専門的・技術的職業従事者を

指しており，ここには管理的職業従事者は含まれない，

本論文を通して，熟練労働者といった場合はこの定義を

用いる．

　11）1980，90，2002年の3時点についてファクター
コンテントを計測したが，紙幅の制約のため，90年の計

測結果は省略した．

　12）　日本の全生産労働者とは，技能工，採掘・製造・

建設作業者および労務作業者を指す．

　13）労働データをいかに整理したかについては，補

回を見られたい．

　14）ただし，非生産労働者の割合は，1995年目ピー

ク値，31．6％を記録したあと，やや下落した．これは企

業が長期不況の下で，管理職や販売従業者等を削る努力

をしたためと考えられる．

　15）米国の詳細な産業レベルデータを利用して，
Feenstra　and　Hanson（1996a，1996b，1999）は海外への
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アウトソーシングが賃金格差に与えた影響を推計してい

る．また，Hilzen，　G6rg　and　Hine（2003）も英国につい

て同様な分析を行っている．

　16）佐々木・桜（2004）は，大卒労働者を「熟練労働

者」と見なしているのに対し，Ito　and　Fukao（2005）で

は専門的・技術的職業従事者と管理的職業従事者を「熟

練労働者」と見なしている．佐々木・桜（2004）の回帰分

析における被説明変数は，Mincerタイプの賃金関数を

推定して計算した熟練労働者の賃金シェアである．一方，

Ito　and　Fukao（2005）は，詳細産業レベルで職種別賃金

データが存在しないため，被説明変数として熟練労働者

（または非生産労働者）の全労働者数に占めるシェアを用

いている

　17）　国境を越えた生産・販売ネットワーク，工程間

分業については，木村・安藤の諸論文の中で詳細に議論
されている（Kimura　and　Ando　2003，　Ando　and　Kimu－

ra　2005）．

　18）　Feenstra　and　Hanson（1999）の議論によれば，

SBTCもアウトソーシングもともに，異なる技能レベル
の労働者間における相対的な生産性を変化させ，その結

果産業内の熟練労働集約度を変化させる効果があるとい

う．つまり，非熟練労働集約的な工程を先進国から途上

国へ移転するようなタイプの国際分業は，国内の熟練労

働集約度に対してSBTCと同様な変化をもたらすと考
えられる．

　19）操作変数を用いない場合についても推計したが，

紙幅の制約上，推計結果は割愛する．なお，操作変数を

用いた場合と概ね同様な結果であった．

　20）Head　and　Ries（2002）は1965～90年までの日本

の企業レベルのデータを用いて，日本企業の海外活動の

大きさと国内従業者の技能労働シフトとの関係を分析し，

両者の間で正の関係を見出している．一方，Slaughter

（2000）は，1977－99年の産業別データを用いて，米国系

多国籍企業の海外活動が米国内の熟練労働シフトに与え

た影響を分析しているが，有意な結果は得られていない．

海外活動と国内熟練労働シフトに関しては，さらなる研

究蓄積が必要であろう．

　21）　深尾・伊藤産業分類についての詳細は，深尾他

（2003），Ito　and　Fukao（2005）を参照のこと．深尾・伊

藤産業分類は，基本的に総務省『1980－85－90　接続産業

連関表』の基本分類（産業連関表行コード〈7桁〉）に対応

している．

　22）　日本経済研究センターのIT関連データの利用

を許可してくださった，学習院大学の宮川努教授，日本

経済研究センターの伊藤由樹子氏に感謝したい．

　23）　ソフトウェア投資データを提供してくださった

東京大学の元橋一之助教授にも深く感謝したい．
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